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第10次秋田市高齢者プラン（第８期秋田市介護保険事業計画）原案

に対する意見募集の結果について

１ 意見の募集期間

令和２年12月16日（水）から令和３年１月15日（金）まで

２ 意見の提出状況

(1) 意見者数 ３名

(2) 意 見 数 15件 介護予防給付相当サービスに関すること

基準を緩和したサービスに関すること

住民の支え合いによるサービスに関すること

訪問型介護予防事業に関すること

生活支援ハウス運営事業に関すること

介護老人福祉施設の整備に関すること

短期入所生活介護事業所の指定に関すること

介護医療院の整備に関すること

介護人材の確保に関すること

要介護認定の迅速化に関すること

感染症対策に関すること

今後の介護給付費の見込み量に関すること

第７期に給付実績がなく第８期に見込み量もない事業の開

始計画に関すること

老人福祉センターの浴室利用に関すること

高齢者プランの内容に関すること

３ 意見の内容と市の考え方・対応

№ 項目 意見の要旨 市の考え方・対応

１ 介護予防給付 訪問型サービス、通所型サービ 基準を緩和したサービスへの

相当サービス スとも目標値設定と実施割合に 移行が進んでいないことにつ

の実施につい 大きな差があります。評価・分 いては、訪問型・通所型サー

て 析にこの差の原因について記述 ビス利用者のケアプラン作成

がありません。秋田市としての 時において、介護予防給付相

分析結果を記述ください。 当サービス以外の多様なサー

ビスの利用について考慮され

ていないことが主な要因であ

ると考えております。

事業量の見込みでＲ３～Ｒ５年 実施割合の見込み値について

度の訪問型サービス実施割合の は、これまでの事業実績や、

目標値が示されているがその根 過去に実施した訪問型サービ

拠を明示ください。 ス事業所へのアンケート調査

結果を踏まえて設定したもの

です。
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評価・分析や事業量の見込み 〇訪問型サービス（介護予防

は、％表示だけでなく給付費や 給付相当）

人数も明示ください。 平成30年度

1,523人/月、310,034,711円

令和元年度

1,290人/月、261,560,020円

令和２年度（見込み）

1,136人/月、235,201,020円

〇通所型サービス（介護予防

給付相当）

平成30年度

1,609人/月、478,629,376円

令和元年度

1,648人/月、488,502,900円

令和２年度（見込み）

1,648人/月、493,554,770円

要支援者等に係る訪問型・通

所型サービスは多様であり、

料金体系が異なること、月ご

とに複数のサービスを組み合

わせた利用が可能であること

などから、給付費や人数で各

サービスの実施状況を表すの

は困難であるため、高齢者プ

ランには記載しておりません。

２ 基準を緩和し 訪問型サービスの実施割合の実 介護予防給付相当サービスか

たサービスの 績値、通所型サービスは未実施 らの移行が進んでいない理由

実施について で、目標値設定と実施割合に大 として、訪問型サービスにつ

きな差があります。評価・分析 いては、サービス利用者のケ

に差の原因については記述があ アプラン作成時において、介

りません。秋田市としての分析 護予防給付相当サービス以外

結果を記述ください。 の多様なサービスの利用につ

いて考慮されていないことが

主な要因であると考えており

ます。

また、通所型サービスについ

ては、介護予防給付相当サー

ビスと異なる新サービスの制

度設計に時間を要し、実施に

至っていないことが主な要因

となっております。
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通所型サービスは移行に向けた 事業量の見込みについては、

準備を進めるとなっています。 各地域包括支援センターに提

訪問型サービスでは地域包括支 示済みです。

援センターに働きかけを行うと

なっていますが、目標値で各地

域包括支援センターとの見通し

の合意はできているのでしょう

か。

訪問型サービスの事業量の見込 訪問型サービス（基準緩和）

みでＲ３～Ｒ５年度の実施割合 の実施割合は、これまでの事

の目標値が示されているがその 業実績や、過去に実施した訪

根拠を明示ください。 問型サービス事業所へのアン

ケート調査結果を踏まえ、介

護予防給付相当サービス以外

のサービスへの移行可能な割

合について設定したものです。

評価・分析や事業量の見込み 〇訪問型サービス（基準緩和）

は、％表示だけではなく給付費 平成30年度

や人数も明示ください。 5人/月、620,581円

令和元年度

112人/月、14,381,963円

令和２年度（見込み）

220人/月、27,246,872円

要支援者等に係る訪問型・通

所型サービスは多様であり、

料金体系が異なること、月ご

とに複数のサービスを組み合

わせた利用が可能であること

などから、給付費や人数で各

サービスの実施状況を表すの

は困難であるため、高齢者プ

ランには記載しておりません。

３ 住民の支え合 訪問型、通所型ともほとんど未 訪問型サービス（住民主体）

いによるサー 実施であることからもどのよう を提供する団体は、まだあり

ビスの実施に な事業実施かよくわかりませ ません。

ついて ん。サービス提供者（住民主体 通所型サービス（住民主体）

＝地域住民、ボランティア団体） を提供する団体は５団体あり、

は実態があるのでしょうか。団 当該団体が運営する通いの場

体数や人数等記述願います。 に95人（うち要支援者等９人）

が参加しています。
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必要経費補助の基準をお示しく 月２回以上、要支援者等を含

ださい。 む５人以上が参加する通いの

場を運営する住民グループな

どに対し、年額９万円を上限

に活動費の補助を行っていま

す。

事業量の見込みでＲ３～Ｒ５年 訪問型・通所型サービス（住

度の実施割合の目標値が示され 民主体）の実施割合は、各地

ていますがその根拠を明示くだ 域の生活支援コーディネータ

さい。 ーや協議体委員が把握した地

域の活動状況を踏まえ、設定

したものです。

評価・分析や事業量の見込み 〇通所型サービス（住民主体）

は、％表示だけでなく給付費や 平成30年度 未実施

人数も明示ください。 令和元年度

0人、0円

令和２年度（見込み）

9人/年、236,000円

要支援者等に係る訪問型・通

所型サービスは多様であり、

料金体系が異なること、月ご

とに複数のサービスを組み合

わせた利用が可能であること

などから、給付費や人数では

なく、割合での記載としてお

ります。

４ 訪問型介護予 希望者の各年度の実績値（％、 平成30年度 ３人

防事業 人数）を明示ください。 令和元年度 １人

令和２年度 ２人（見込み）

なお、利用希望者が利用でき

た割合は、いずれも100％とな

っております。
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５ 生活支援ハウ 令和３年度中に有料老人ホーム 生活支援ハウスについては、

ス運営事業 やサービス付き高齢者向け住宅 ホームページや高齢者向けサ

の整備が進んでいることなどを ービスを集約したガイドブッ

理由として廃止としています クなどにより他の高齢者福祉

が、このような事業があること 施設や介護保険施設等と同様

が市民に充分周知されていない に周知を図っております。

のではないでしょうか。周知の 当該事業は平成14年の開設で

方法について経過を記述してく すが、事業開始から20年近く

ださい。そのうえで廃止は慎重 が経過する中で高齢者の居住

に検討してください。 環境の整備が進んだことから、

市が公費を投じて事業を継続

する必要性が低くなっている

ことや、生活支援ハウスは自

立者向けの施設であり、要介

護状態になれば退居しなけれ

ばならないことなどから、廃

止することとしたものです。

なお、現利用者の皆様の転居

先に関しては一人一人の事情

を勘案し丁寧に対応してまい

ります。

６ 介護老人福祉 介護老人福祉施設定員を1,369 特別養護老人ホームへの入所

施設の整備 人をＲ４年度に短期入所生活介 待機者について、県の調査結

護から100人の定員を転換整備 果をもとに本市で調査した結

し、1,469人にするとしていま 果、令和２年４月１日現在の

す。秋田市の介護老人福祉施設 待機者は876人で、平成29年の

の待機者は在宅で945名、在宅 800人から増加傾向にありま

以外の他の施設等で592名、合 す。一方、入所の緊急性が高

わせて合計1,537名（令和２年 い方は217人で、平成29年の

４月秋田県調査）で全定員数を 304人から減少しております。

上回る圧倒的な供給不足となっ 高齢者人口の増加に伴い、申

ていますので、定員増は必要で 込者は増加しておりますが、

す。施設介護事業（介護老人福 本当に入所が必要な緊急性が

祉施設、介護老人保健施設、介 高い方については、施設によ

護療養型医療施設、介護医療院） って数か月待つ場合もありま

の根幹をなす介護老人福祉施設 すが、比較的短い期間で入所

の整備は極めて立ち遅れていま できる状況となっております。

す。100名では到底不足です。 また、将来的な施設の適正数

さらに大幅に上乗せした計画的 や保険料への影響等を勘案す

整備が必要であることを明示く ると、現在の待機者数に合わ

ださい。 せて特別養護老人ホームを整

備することは、難しいと考え

ております。
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７ 短期入所生活 短期入所生活介護定員2,034人 短期入所生活介護の特別養護

介護事業所の をＲ４年度に100人減らし、 老人ホームへの転換は、在宅

指定 1,934人にするとしています。 サービスの利用が適当と思わ

秋田市の供給量が突出して多い れるケースや、施設入所でき

との理由ですがその理由だけで るのに特段の理由なく長期利

減らしていいのでしょうか。短 用しているケースなどの不適

期入所生活介護が増加している 切な利用を抑制するとともに、

原因分析を専門家の力も借りて 特別養護老人ホームの入所待

行う必要があるのではないでし 機者を減らすことを目的とし

ょうか。先にも述べた介護老人 たものです。

福祉施設の圧倒的な不足状態が 在宅介護実態調査を行った結

解消されていないこと、他の施 果、在宅サービスの利用を希

設介護サービスや在宅サービス 望する方が多かったことから、

の供給量や質、施設入所を希望 定期巡回・随時対応型訪問介

している要介護認定者の家族構 護看護や小規模多機能型居宅

成や所得、在宅介護者の介護力 介護などのサービスを増やす

（老々介護など）など施設介護 計画としております。全国と

の需要の量や質などを全国とも の比較についてですが、本市

比較していくことも必要ではな の施設の充足状況については、

いでしょうか。さらに、国が特 全国でも平均以上の整備数と

養待機者回避策としてショート なっております。

ステイへの入所基準緩和策など なお、秋田県全体の供給量が

をすすめた過去の転換施策の影 全国平均を上回っているのは、

響などもあるのではないでしょ 本市の実績が県全体の実績を

うか。総合的な検討が必要です。 押し上げていることが原因で

秋田市だけでなく秋田県全体で す。

短期入所生活介護が全国平均を また、今後の施設整備につい

大きく上回っていることも考慮 ては、将来的な施設の適正数

されるべきと思われます。 や保険料への影響等を検討す

る必要があります。

８ 介護医療院の １施設をＲ４年に整備を検討す 介護療養型医療施設および介

整備 るとしています。見通しはある 護医療院の給費実績が出てい

のでしょうか。介護療養型医療 るのは、住所地特例（市外の

施設、介護医療院は秋田市には 施設に入所しているが秋田市

ないが施設サービス給付費実績 が保険者となる特例）の対象

が出ています。説明が必要です。 者の分です。

また、介護医療院の整備につ

いては、意向調査の結果をも

とに、整備計画に盛り込んだ

ものです。
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９ 介護人材の確 令和２年度だけで需要が6,359 介護人材の需給については、

保 人、供給が5,850人で509人が不 厚生労働省が行った事業所調

足し、令和４年度ではさらに不 査結果およびこれを基にして

足は673人に拡大すると見込ん 秋田県が行った県全体の推計

でいます。需要、供給量の数字 値に対し、秋田県における本

の試算根拠をお示しください。 市の認定者数の割合を乗じて

また、秋田市としての事業では、 算出したものです。

人材確保策を実施とあり、介護 介護職員の不足については、

ロボット導入促進事業と介護従 全国共通の課題であり、新規

事者資格取得支援、介護支援専 就労者の伸び悩みに加え、離

門員資質向上事業、潜在介護福 職率の高さが主因との認識を

祉士等就労マッチング事業とな 持っております。そのため、

っています。これだけでしょう 国や県においても様々な事業

か。さらに介護職員の不足原因 を展開しており、本市におい

を秋田市としてどのようにとら てもそれらを補完するための

えているのか記述いただきた 事業として今回４つの事業を

い。そして不足原因とその対策 位置付けたものです。

としてそれぞれの事業を計画に

盛り込んでください。

10 要介護認定の 介護保険法により申請があった 医療機関への主治医意見書の

迅速化 日から30日以内通知を厳守する 早期提出の依頼のほか、認定

ための対策を講ずべき。（法 調査日数の短縮化にも鋭意取

違反状態の解消）。よって、 り組んでおりますが、入院中

30日以内処理割合目標は50％は の場合など申請者の状況によ

100％とすべき。サービス利用 り、主治医意見書の作成や認

者の受給権の侵害にもなりま 定調査までに日数を要するこ

す。 とが多く、介護保険法で規定

されている30日以内に100％認

定結果を出すことは困難であ

ります。このような事情を鑑

みて達成可能な数値の最大値

としております。なお、介護

サービスは、申請から認定ま

での期間についても暫定的に

利用できることとなっており

ます。
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11 感染症対策の 事業概要では感染防止対策と感 第10次の高齢者プランは、令

取組み 染者発生時の対策は施設監査で 和３年度からの３年間におけ

済むものではないと考えます。 る一般的な感染症に対する計

感染者数を規模別や事業所別に 画を記載しているものであり、

想定し、それ相当する具体的な 現在の新型コロナウイルス感

対策をとることが必要と考えま 染症への対応については、国

す。第三波コロナのパンデミッ や県と連携し、感染症対策の

クでは新型インフルエンザのよ マニュアルや各サービス毎の

うな感染症対策とは別に緊急 留意点を全対象事業に周知し

に、事業者、利用者等の要望を ているほか、必要な衛生用品

踏まえて直ちに秋田市として対 を事業所に配布するなど、既

策を講ずべきです。そのような に対応しているところです。

記述が必要です。とりわけ、無

症状感染者が感染を広げている

ことや高齢者の重症化になりや

すいことなどから、ＰＣＲ検査

等定期的に早急に実施するなど

対策が急がれます。

12 今後の介護給 見込み量や給付費等が示されて 見込み量等については、施設

付費の見込み いないため介護保険料を試算で 整備計画、制度改正、介護報

量 きません。意見募集をしている 酬改定などの影響を大きく受

のですから、パブリックコメン けます。介護保険料は、国か

ト募集時点で明示していただく ら係数等が示されてから確定

ようお願いします。 しています。

13 全般にかかわ 第７期に給付実績がなく、第８ 各期計画における見込みにつ

り 期に見込み量（予定）もない事 いては、過去の実績や各種調

業についての開始計画はどうす 査結果などを基に決定してい

るのか、このまま放置するのは ます。計画は３年ごとに見直

問題があると思います。 しておりますので、需要があ

ると見込んだ場合は、次期計

画に位置付けることになりま

す。
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14 記載なし 今年は特にひどいのは登録番を 老人福祉センターの浴室利用

記入しないで風呂利用していく に関することと拝察しますの

る人が沢山居ります。記入しな で、ご意見の内容については

いで入っているが居ないと思っ 施設の指定管理者にお伝えい

ているのでびっくりしました。 たします。

最近特にひどいと思います。又、

裏口から来客する人は勿論だら

しないのも限度がございます。

入浴者は70才から良いと思いま

すが如何なものですか。

15 記載なし 第10次まである事は11次もある 秋田市高齢者プランは、本市

事ですが進展、進歩、発展のな の高齢者福祉施策全般に関す

い作文ならもう書くのは止めて る実施計画書であり、高齢者

下さい。君たちのやり方のまず を取り巻く状況の変化などに

さを表明しているようなもので 応じ必要とされる施策・事業

す。 が計画的に実施されるよう取

り組んでまいります。


